
貸 借 対 照 表 

 (平成29年３月31日現在) (単位：千円) 
 

科 目 金 額 科 目 金 額 
 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

完成工事未収入金 

売 掛 金 

未 成 工 事 支 出 金 

材 料 貯 蔵 品 

短 期 貸 付 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 ・ 構 築 物 

機 械 装 置 ・ 車 両 

工 具 器 具 ・ 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

破 産 更 生 債 権 等 

長期繰延税金資産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
 

17,781,099 

3,688,980 

1,988,607 

8,940,475 

1,582,890 

680,619 

164,003 

138,631 

22,545 

316,951 

262,345 

△  4,950 

11,588,007 

9,577,919 

2,687,768 

827,551 

53,502 

5,863,268 

47,630 

98,197 

37,579 

16,657 

5,979 

14,942 

1,972,508 

685,907 

504,077 

48,722 

79,376 

672,178 

50,523 

△ 68,277 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
工 事 未 払 金 
短 期 借 入 金 
一年以内返済予定長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
未 成 工 事 受 入 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
完成工事補償引当金 
工 事 損 失 引 当 金 
独占禁止法関連損失引当金 
設 備 支 払 手 形 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
長 期 預 り 金 
再評価に係る繰延税金負債 
退 職 給 付 引 当 金 
そ の 他 

 
 

12,284,631 
3,876,593 
3,871,011 
1,800,000 

390,940 
19,893 
341,496 
89,654 
456,704 
128,902 
348,934 
83,833 
372,800 
28,766 
69,300 
337,081 
68,718 

4,428,704 
856,150 
37,822 
156,000 
886,522 

2,475,769 
16,439 

負 債 合 計 16,713,335 
 

(純資産の部) 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 
自 己 株 式 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
土地再評価差額金 

 
 

10,756,033 
1,751,500 

869,602 
600,000 
269,602 

8,140,059 
8,140,059 
8,140,059 
△  5,129 
1,899,738 

201,679 
1,698,058 

純 資 産 合 計 12,655,771 

資 産 合 計 29,369,107 負債・純資産合計 29,369,107 



損 益 計 算 書 

 (平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ) (単位：千円) 

 
科         目 金     額 

 
売 上 高 

完 成 工 事 高 
製 品 等 売 上 高 

売 上 原 価 
完 成 工 事 原 価 
製 品 等 売 上 原 価 

 
 

28,696,319 
5,337,157 

 
25,831,134 
4,354,865 

 
34,033,476 

 
 

30,185,999 

売 上 総 利 益 
完 成 工 事 総 利 益 
製 品 等 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 
2,865,185 

982,292 

3,847,477 
 
 

1,813,406 

営 業 利 益  2,034,071 
 
営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 
そ の 他 

営 業 外 費 用 
支 払 利 息 
そ の 他 

 
 

161,496 
24,529 

 
56,192 
9,660 

 
 
 

186,025 
 
 

65,852 

経 常 利 益  2,154,244 
 
特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 
関 係 会 社 清 算 益 

特 別 損 失 
固 定 資 産 売 却 損 
固 定 資 産 除 却 損 
減 損 損 失 

 
 

18,536 
15,228 

 
2,494 
7,420 
3,424 

 
 
 

33,764 
 
 
 

13,339 
 

税 引 前 当 期 純 利 益 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

 
当 期 純 利 益 

 
 

602,316 
61,166 

 
2,174,669 

 
663,483 

 1,511,186 
 



株主資本等変動計算書 

 (平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ) (単位：千円) 

 

残高及び変動事由 

株   主   資   本 

資 本 金 
資   本   剰   余   金 

資本準備金 
そ の 他 
資本剰余金 

資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 1,751,500 600,000 269,602 869,602 

事 業 年 度 中 の 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当     

当 期 純 利 益     

自 己 株 式 の 取 得     

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

    

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 1,751,500 600,000 269,602 869,602 

 
(単位：千円) 

 

残高及び変動事由 

株   主   資   本 

利 益 剰 余 金 

自己株式 株主資本合計 
そ の 他 
利益剰余金 利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 6,740,552 6,740,552 △4,784 9,356,871 

事 業 年 度 中 の 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 △111,679 △111,679  △111,679 

当 期 純 利 益 1,511,186 1,511,186  1,511,186 

自 己 株 式 の 取 得   △345 △345 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

    

事業年度中の変動額合計 1,399,507 1,399,507 △345 1,399,162 

当 期 末 残 高 8,140,059 8,140,059 △5,129 10,756,033 



(単位：千円) 
 

残高及び変動事由 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

土地再評価 
差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 202,261 1,698,058 1,900,319 11,257,191 

事 業 年 度 中 の 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △111,679 

当 期 純 利 益    1,511,186 

自 己 株 式 の 取 得    △345 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

△581  △581 △581 

事業年度中の変動額合計 △581 ― △581 1,398,580 

当 期 末 残 高 201,679 1,698,058 1,899,738 12,655,771 
 
 



個別注記表 

 1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法 

     その他有価証券 

時価のあるもの…… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの…… 移動平均法による原価法 

  (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金…… 個別法による原価法 

材 料 貯 蔵 品…… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

  (3) 固定資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く)、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

   ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

   ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用し

ております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  (4) 引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ② 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工

事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上する方法によってお

ります。 

   ③ 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 



   ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により発生した事業年度より

費用処理しております。 

   ⑤ 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事の

うち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込額を計上しております。 

   ⑥ 独占禁止法関連損失引当金 

独占禁止法に関連した違約金の支払いに備えるため、事実と状況に

照らして関連損失の発生可能性を勘案し、損失見込額を計上してお

ります。 

  (5) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事契約については工事完成基準を適用しており

ます。 

  (6) ヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件をみたす金利スワップについては、特例処理を採用

しております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップにより、借入金の金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

   ③ ヘッジ方針 

経理部が、借入金の金利変動リスクを回避する目的で一元管理して

おります。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省

略しております。 

  (7) 消費税等の会計処理方法 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 



  (8) 会計方針の変更に関する注記 

当事業年度より、法人税法の改正に伴い、｢平成28年度税制改正に係

る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第32

号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。 

なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える

影響は軽微であります。 

  (9) その他注記 

｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用

指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しておりま

す。 

 

 2. 貸借対照表に関する注記 

  (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

     担保に供している資産 

 受 取 手 形 50,000千円

 建     物 1,839,486千円

 土     地 5,303,328千円

 合     計 7,192,814千円

     担保に係る債務 

短 期 借 入 金 1,800,000千円

長 期 借 入 金 1,107,350千円

 合     計 2,907,350千円

  (2) 有形固定資産の減価償却累計額 13,019,017千円

  (3) 事業用土地再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。 

    ① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条

に規定する地価税の課税標準の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に

合理的な調整を行って算定する方法 

② 再評価を行った年月日 平成14年３月31日



  (4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 872,764千円

長期金銭債権 5,780千円

短期金銭債務 64,876千円

  (5) 棚卸資産 

工事損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金

は、相殺せずに両建てで表示しております。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損

失引当金に対応する額は93,900千円であります。 

 

 3. 損益計算書に関する注記 

   関係会社との取引高 

関係会社に対する売上高 1,502,578千円

関係会社に対する仕入高 305,613千円

関係会社との営業取引以外の取引 137,842千円

 

 4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

   当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 25,627株

 

 5. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の繰入超過、減損損

失等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差

額金等であります。 

なお、貸借対照表の繰延税金資産は、評価性引当額296,332千円を控除し

て計上しております。 

 

  



 6. 関連当事者との取引に関する注記 
  1. 法人主要株主等 
 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の所有 
(被所有)割合(％) 

関係内容 

主要株主 
(法人等) 

東亜道路 
工業㈱ 

東京都 
港区 

7,584 

建設事業 
建設資材等の製造
販売 
環境事業等 

(被所有) 
直接 
間接 

 
7.6 
6.1 

建設工事の請負 
舗装資材等の販売 
舗装資材等の仕入 
建設工事の発注 

取引 
取引金額 
(千円) 
（注3） 

科目 
期末残高 
(千円) 
(注3) 

建設工事の請負(注1) 
舗装資材等の販売(注1) 
舗装資材等の仕入(注1) 
建設工事の発注(注2) 

 59,894 
 39,601 
204,520 
 56,946 

受取手形 
完成工事未収入金 

売掛金 
工事未払金 
支払手形 

 69,496 
 36,845 
    265 
 14,059 
159,310 

 
    取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 建設工事の請負、舗装資材等の販売及び舗装資材等の仕入につい
ては、市場価格、総原価を勘案して、取引ごとに交渉のうえ、一
般的取引条件と同様に決定しております。 

(注２) 建設工事の発注については、数社からの見積りの提示により発注
価格を決定しております。支払条件についても、一般的取引条件
と同様に決定しております。 

(注３) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。 

 
  2. 役員及び個人主要株主等 
 

属性 
会社等 
の名称 
又は氏名 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 
(注3) 

科目 
期末残高 
(千円) 
(注3) 

主要株主(個
人)及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等 

泰平産業㈱ 
(注2) 

(被所有) 
直接1.6 

当社の損害保
険の代理店 

損害保険取引 
(注1) 

28,260 
未払金及び 
工事未払金 

362 

役員及び近親
者が議決権の
過半数を所有
している会社
等 

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 

 
    取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 保険料等については、一般の取引条件と同様に決定しております。 
(注２) 当社会長の渡邉忠泰氏が議決権の90.0％を直接保有しております。 
(注３) 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

 
 7. １株当たり情報に関する注記 
  1. １株当たり純資産額 793円32銭
  2. １株当たり当期純利益 94円72銭
  




